
河内長野市情報公開条例及び河内長野市個人情報保護条例の改正等（素案）【概要版】

＜課題＞ ＜改正の方向性＞

①行政文書の定義の明確化［情報公開条例・個人情報保護条例］

⇒

②個人情報等の定義の明確化［情報公開条例・個人情報保護条例］

③要配慮個人情報［個人情報保護条例］

⇒

（※２）本人の人種，信条，社会的身分，病歴，犯罪の経歴，犯罪により害を被った事実その他本人に対する不当な差別，偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要する記述等が含まれる個人情報

■情報公開条例・個人情報保護条例を改正する必要性について

　審査請求に関する審理は公正に行われなければならず，審査請求人等が審査会で行われる手続等
について，明確にする必要があります。
　そこで，本市においても，情報公開・個人情報保護審査会設置法を参考にしつつ，本市審査会で
の手続等について制度化を行い，明確化を図ることにより手続保障の充実を目的とした改正を行い
ます。（国の法律では審査会が行うべき手続及び審査会の権限が明確に定められています。）

⇒

○　個人情報保護条例について
　・国の法律の改正：個人情報保護法（平成２７年９月）・行政機関個人情報保護法（平成２８年５月）（いずれも平成２９年５月から全面施行）
　　⇒国の法律の改正を踏まえた個人情報保護条例の改正の必要
○　情報公開条例について
　・個人情報保護制度と情報公開制度は，相互に密接な関連を有する制度⇒個人情報保護条例の改正と併せて情報公開条例の改正の必要
　・情報公開制度が開始されたのち約２０年が経過⇒本市や国及び他市等における情報公開制度の運営状況を踏まえた情報公開条例の改正の必要

■本市情報公開条例及び個人情報保護条例の課題と改正の方向性について

　本市の個人情報保護条例においても，慎重な取扱いを求めるものの範囲を広げ，個人の権利利益
の保護を図る必要があることから，収集等の制限をすべき個人情報については，現行のセンシティ
ブ情報に代えて，行政機関個人情報保護法における要配慮個人情報とする改正を行います。

　現在本市においては，思想，信条及び宗教に関する個人情報や社会的差別の原因となる
諸事実に関する個人情報をセンシティブ情報として，原則として収集等をしてはならない
ものとしています。改正された行政機関個人情報保護法においては，「本人の人種，信
条，社会的身分，病歴，犯罪により害を被った事実その他本人に対する不当な差別等，そ
の取扱いに特に配慮を要する個人情報」を要配慮個人情報として位置づけています。この
要配慮個人情報※2は，従来本市がセンシティブ情報として扱ってきたものよりも広い概念
となっています。

　国の情報公開制度について規定する法律である行政機関情報公開法では，行政文書について，電
磁的記録についても規定する等されています。
　そこで，本市の情報公開条例においても，このような国の行政文書の意義に合わせ，行政文書と
なるべき媒体に電磁的記録を含む等の改正を行います。
　また，電磁的記録の導入により，関連する開示の方法及び費用負担についても改正を行います。

　改正された行政機関個人情報保護法においては，パーソナルデータ等を個人識別符号の概念を導
入することで，個人情報に該当することを明確にしました。そして，音声や動作など媒体のいかん
を問わず個人情報になることが明確に規定されています。
　そこで，本市の個人情報保護条例においても，これらの点で国の個人情報の定義と整合させるた
め，個人識別符号※１の概念を導入します。
　また，情報公開条例の開示してはならないとする個人に関する情報について，個人情報保護条例
の個人情報の定義変更に伴い，行政機関情報公開法の定義に整合する形で規定の改正を行います。

　現在の情報公開制度において，行政文書となるべき媒体については，「文書，図画，地
図，写真，フィルム，磁気テープその他規則で定めるもの」とされており，ＩＴ化が進ん
でいるにもかかわらず，電磁的記録が行政文書となるべき媒体であるとの明確な規定があ
りません。

　現行の個人情報保護制度における個人情報の概念は「特定の個人が識別され，又は他の
情報と照合することにより識別されうるもの」と個人の識別性をもととしています。この
ように個人情報の概念を位置づけた場合，ＤＮＡや指紋など個人の行動や状態に関する情
報（いわゆるパーソナルデータ）や旅券番号のような特定の目的などのために割り当てら
れる番号のようなものについて，識別性の観点から個人情報に該当するかどうかについて
は疑義が生じることになります。

⇒

　現行の情報公開制度上，請求に係る行政文書を保有していない場合に通知する「不存在
の通知」は，行政処分としての性質を有するものではなく，行政文書の不存在という事実
の通知と位置付けています。
　しかし，このように行政文書の不存在の通知を事実の通知と位置付けた場合，これに対
して行政不服審査法に基づく審査請求や取消訴訟を提起することができないことから，十
分な救済の機会が与えられているとはいえません。

　行政文書の不存在の場合についての救済を受ける機会を権利として保障する必要があることか
ら，行政文書不存在の場合の通知に行政処分としての性質を持たせ，訴訟や審査請求の対象とする
ことにより，請求者が十分な救済を受ける機会を保障できるよう規定の改正を行います。

⇒

④請求に係る行政文書を保有していないときの対応
　　　　　　　　　　　　　　　　　　［情報公開条例・個人情報保護条例］

（※１）特定の個人の身体の一部の特徴を電子計算機の用に供するために変換したものや，個人に提供される役務の利用等のために割り当てられたり，個人に発行されるカードその他の書類に記載等された文字，番号，記号その他の符
号（例：ＤＮＡを構成する塩基の配列や，指紋，旅券番号，免許証の番号等）

⑤情報公開審査会及び個人情報保護審査会［情報公開条例・個人情報保護条例］

　行政文書の開示決定等について不服があり，行政不服審査法に基づく審査請求をした場
合は，学識経験者で構成される情報公開審査会又は個人情報保護審査会において実質的な
審理が行われることとなります。
　これまで，意見の陳述，意見書等の提出，委員による調査手続，提出資料の写しの送付
等，答申書の送付等といった，審査会における手続や審査会において審理を行うために行
使されるべき権限については，行政不服審査法に基づく審理に準じたものとしていたもの
の，その多くは条例に根拠があるものではありませんでした。
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⑥救済手続［情報公開条例・個人情報保護条例］

⑦指定管理者の情報公開［情報公開条例］

⑧情報提供［情報公開条例］

■今後のスケジュール

平成３０年２月　パブリックコメントの結果公表
平成３０年３月　関係条例の改正案等の市議会への上程
平成３０年４月改正条例の施行

⇒

　現状では，情報公開制度と個人情報保護制度のそれぞれについて，制度の運営及び改善
に関することについて意見を聴く審議会と審査請求について実質的な審査を行う審査会が
設置されています。
　しかし，そもそも情報公開制度と個人情報保護制度は，密接に関連していること，各制
度における審議会ないし審査会の委員が兼務している実態があること等から，現行の情報
公開制度と個人情報保護制度それぞれに審議会及び審査会があるという体制について見直
しを行う必要があります。

⇒ 　情報公開運営審議会と個人情報保護運営審議会，情報公開審査会と個人情報保護審査会をいずれ
も一本化することとします。

⑨情報公開制度と個人情報保護制度の審議会及び審査会のあり方
　　　　　　　　　　　　　　　　［情報公開条例・個人情報保護条例］

　指定管理者は，公の施設の管理を行う者として，本市の運営において重要な役割を担っ
ていることから，市民への説明責任を十分に果たさなければならず，その情報公開を制度
化する必要があります。
　しかし，これまでは，個々の指定管理者が本市と締結する基本協定のなかに情報公開に
ついての規定があるに過ぎず，指定管理者の情報公開が制度化されているとまでいうこと
はできていませんでした。

　民間事業者である指定管理者の運営の自主性を尊重しつつ，行政情報の公開という観点から，指
定管理者に対し，情報公開について努力義務を課す形で新たに規定を追加します。⇒

⇒

　現行の制度では，審査請求を受理した日から９０日以内に裁決を行わなければならない
とされています。
　しかし，審査請求の内容については，事案に応じてさまざまなものがあるうえ，今後行
政不服審査法の改正に伴い手続保障がより重視されること，上記⑤で述べたように審理手
続を制度化することにより，審理手続に要する時間が増えることが想定されることなどか
ら，裁決まで９０日の期間制限がある現行の制度では，拙速な審理を余儀なくされる事案
が発生することが懸念されます。
　また，他市の審査請求の事例を見ても，裁決までに９０日以上の期間を要する事例が散
見されます。

　情報公開制度に基づく行政文書の開示は，実施機関が保有する情報をそのまま開示する
ことになるので，場合によっては市民等が求めている情報が分かりやすい形で提供されな
い等といったことが生じることがあります。
　このことから，これまでも，市政運営の公開性の向上を図るとともに，市の諸活動を市
民に説明するという本条例の目的を達成するため，情報公開による開示にとどまらず，市
民にとって正確で分かりやすい情報提供に努めてきました。

　現行の答申に係る日数の期間制限を廃止し，裁決に係る日数の期間制限を「答申後速やかに」と
改正することによって，事案に即した適切な審理を行うことができるようにして，手続保障の充実
を図ります。

　市民が必要とする情報について，その求めに応じて可能な限り任意で本市の所管事務に関する情
報を提供する情報提供について，注意的に明らかにするため，条例に規定を設けます。


